
認可外保育施設の制度について 

 

■１ 認可外保育施設の概要 

（１）認可外保育施設とは…。 

 

 

 

（２）認可外保育施設と千葉市との主な関わり 

ア 事前指導…電話相談など。 

イ 届出等…設置届、変更届、休止・廃止届。 

ウ 報告…運営状況報告（定期報告）、事故報告等。 

エ 立入調査、集団指導…指摘事項があった場合、改善状況報告書を提出。 

<担当先> 

 ・上記アイウエに関すること（主に、制度全般、手続きについて） 

千葉市こども未来局幼児教育・保育部幼保運営課助成第二班 

電話０４３－２４５－５７３５ 

・上記アエに関すること（主に、事故、保育に関わることについて） 

千葉市こども未来局幼児教育・保育部幼保指導課指導班 

電話０４３－２４５－５７２７ 

 

 

（午後８時以降保育、宿泊保育、時間預かり） 

補足説明：保育施設の種類を示した図

となります。 

補足説明：貴施設と本市において、主

な関わりは大きく４点となります。 



 

■２ 認可外保育施設の届出について 

 （１）届出とは…。 

・認可外保育施設の設置者は、事業の開始の日又は変更・休止・廃止の日から１月以内

に都道府県知事（千葉市）へ届け出なければならない。 

（根拠法令：児童福祉法第５９条の２第１項又は第２項） 

・規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、５０万円以下の過料に処する。 

（根拠法令：児童福祉法第６２条の４） 

 

 

（２）届出の種類について 

ア 設置届…事業開始後、認可外保育施設設置届及び添付書類により必要事項を届

け出ます。 

イ 変更届…事業開始後、次に掲げる届出事項に変更があった場合、認可外保育施

設事業内容等変更届により変更内容を届け出ます。 

・施設の名称・所在地、連絡先 

・設置者の氏名（名称）・住所（所在地）、連絡先 

・管理者の氏名・住所 

・保育提供可能時間※ 

・保育可能年齢※ 

※法制上の義務ではありませんが、千葉市HP等により市民の方へ正確

な情報を周知するため、変更届をお願いします。 

ウ 休止・廃止届…施設を休止又は廃止した場合、認可外保育施設休止・廃止届に

より届け出ます。 

 

■３ 認可外保育施設の報告について 

 （１）報告の種類について 

ア 運営状況報告…毎年１０月１日時点の施設の運営状況を報告。 

イ 事故報告…施設で重大な事故（死亡、重傷事故、食中毒など）が発生した場合

に報告。 

ウ 長期滞在児の報告…２４時間かつ週のうち概ね５日程度以上入所（利用）して

いる児童がいる場合に報告。 

（２）事故報告について 

児童福祉法施行規則の一部を改正する省令（平成２９年厚生労働省令第１２３号）

が施行されたことに伴い、認可外保育施設については、事故の発生及び再発防止に関

する努力義務や、事故が発生した場合における都道府県（千葉市）への報告が義務化

補足説明：貴施設の事業内容が変更、廃止を

行った場合は、忘れずに本市へ届出をお願い

します。 

補足説明：運営状況報告は、概ね１０月頃

に、本市からメールにて案内します。 



されました。 

<報告の対象となる重大事故の範囲> 

・死亡事故 

・治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故等 

※意識不明（人工呼吸器を付ける、ＩＣＵに入る等）の事故を含み、意識不明

の事故についてはその後の経過にかかわらず、事案が生じた時点で報告する

こと。 

・食中毒事案 

・園外活動時等における迷子、置き去り、連れ去り等の事案 

<報告先> 

千葉市こども未来局幼児教育・保育部幼保指導課指導班 

電話０４３－２４５－５７２７ 

 

■４ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書について 

（１）認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書とは…。※以下、「証明書」と記載。 

児童福祉法第５９条に基づく立入調査・集団指導の結果、「認可外保育施設指導

監督基準」の項目を全て（口頭指摘を含む）満たしている施設に対し、証明書を交

付しています。 

なお、証明書を受けることができる施設は、児童福祉法第５９条の２第１項の規定

により千葉市への届出が義務付けられた施設です。 

（２）証明書が交付されるには…。 

児童福祉法第５９条に基づく立入調査又は集団指導の結果、「認可外保育施設指導

監督基準」の項目を全て満たしている施設に対し、交付されます。 

 

<立入調査又は集団指導の結果> 

〇指摘事項がない場合…原則として、立入調査又は集団指導後に指摘事項がない

ことを確認した日の翌年度４月１日付で交付。 

〇指摘事項がある場合…原則として、改善状況報告提出後、指摘事項の改善を確

認した日の翌年度４月１日付で交付 

（３）証明書の返還について 

証明書交付後、基準項目を満たしていないことが確認された場合は、原則として

証明書の返還を求めます。 

なお、証明書返還後、再度基準を満たしているかを確認し、基準項目を満たして

いると確認された場合に証明書が再交付されます。 

 

補足説明：当該事故が生じた場

合は、まず、速やかに御電話を

お願いします。 


